
教育、科学技術・学術、文化、スポーツの振興を未来への先行投資と位置づ
け、これを通じ、「人材・教育・文化大国」と「科学技術創造立国」を実現する。

文部科学省の使命と政策目標
『文部科学省実績評価書－平成16年度実績－（平成１７年８月）』より抜粋

文部科学省の使命

１ 生涯学習社会の実現

２ 確かな学力の向上と豊かな心の育成

３ 個性が輝く高等教育の推進と私学の振興

４ 科学技術の戦略的重点化

５ 優れた成果を創出する研究開発環境を構築するシステム改革

６ 科学技術と社会の新しい関係の構築を目指したシステム改革

７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

８ 文化による心豊かな社会の実現

９ 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

文部科学省の政策目標
政策目標９
豊かな国際社会の構築に資する国際交
流・強力の推進

人づくりなどに資する国際交流・協力
の推進を通じて豊かな国際社会の構
築の一翼を担う

施策目標９－１
日本人の心の見える国際教育協力の推
進

施策目標９－２
諸外国との人材交流の推進

施策目標９－３
大学等による国際協力活動及び国際協
力に携わる人材の育成・確保

資料３



施策目標９－１（日本人の心の見える国際教育協力の推進 ）
平成１６年度の実績評価の結果の概要

基
本
目
標

開
発
途
上
国
の
貧
困
削
減
を
進
め
る
た
め
の
最
重
要
分
野
の
一
つ
で
あ
る
教
育
分
野
に
対
し
て
、
国
際
教
育
協
力
懇
談
会
（文
部
科

学
大
臣
の
私
的
懇
談
会
）に
お
け
る
議
論
を
踏
ま
え
つ
つ
、
我
が
国
の
経
験
と
人
材
を
生
か
し
た
効
果
的
な
国
際
教
育
協
力
を
実
現
さ
せ
る
。
ま
た
、

協
力
に
携
わ
っ
た
現
職
教
員
が
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
異
文
化
理
解
能
力
を
身
に
つ
け
、
国
際
化
の
た
め
の
素
養
を
児
童
・生
徒
に
波
及
的
に
広
め
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
我
が
国
の
「内
な
る
国
際
化
」を
推
進
す
る
。

→
達
成
目
標
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
成
果
が
上
が
っ
て
い
る
が
、
一
部
に
つ
い
て
は
達
成
で
き
な
か
っ
た
と
判
断
。

我が国の経験を生かした
効果的な国際教育協力の
推進の基盤整備が図られ
た。

拠点システムを整備し、協力経験の豊富な理数科教
育、教員研修制度、教育行政、学校運営の諸分野に
おいて開発途上国における協力経験を蓄積・分析し、
協力関係者に伝達するとともに、協力経験の浅い他の
分野においては、ワークショップの開催や開発途上国
における現地調査などにより、我が国の教育経験に関
する情報提供と対話プロセスの強化を行う。以上の活
動を通じ、我が国の教育経験を広く途上国に普及する。

→７２の団体の参加と、２２回のワークショップ等の実
施、さらには５０９件に及ぶ成果の電子アーカイブスを
通じた普及等がなされ、拠点システムの整備に向け概
ね順調に進捗と判断。

＜達成目標９－１－１＞

＜達成目標９－１－３＞

＜達成目標９－１－４＞

青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への現
職教員の参加体制を整備・強化する。
→参加希望者は１４７人と１００人を超えているが、参
加人数は６４人であり、１６年度の想定基準８４人に対
する割合は７６．４％であったため、一定の成果があ
がっているが、一部については、想定どおり達成でき
なかったと判断。

行政から草の根までを含めた幅広い機関との協力
を実現し、国際交流に資するネットワークを構築す
る。→地方自治体との会合開催数は３回であるがＮ
ＧＯとの会合開催数は７回であった。これらを平均
すると、一定の成果があがっているが、一部につい
ては、想定どおり達成できなかったと判断。

「万人のための教育」を主導するユネスコへの協力
を通じて、開発途上国における就学率の向上、識字
率の向上、教育のすべての局面における質の改善
など、「ダカール行動の枠組み」で示された目標に
向けた取り組みに貢献する。

→アジア太平洋地域の初等教育就学率及び識字
率が共に上昇していることから、概ね順調に進捗と
判断。APEID巡回講師団派遣信託基金及びIT教育
信託基金事業は所期の効果が見られたため廃止し
た。

＜達成目標９－１－２＞

我が国の経験を生かした
効果的な協力の推進

・派遣教員を生かした効果
的な国際教育協力が行わ
れた。

・派遣教員の得た経験に
より「内なる国際化」が進
んだ。

開発途上国からの教育分
野における協力要請に対
し、我が国として組織的か
つ体系的に対応できるシ
ステム構築が推進された。

拠点システム構築事業

(平成１６年度予算額９５百万円）

青年海外協力隊現職教員
特別参加制度に係るパン
フレットの作成・配布

「万人のための教育信託
基金事業」（平成１６年度
予算額１１０百万円）

ＡＰＥＩＤ巡回講師団派遣
信託基金（平成１６年度予
算額８百万円）

ＩＴ教育信託基金

(平成１６年度予算額１１３百万
円）

青年海外協力隊現職教員特別
参加制度の普及啓発活動

拠点システム構築事業
国内報告会



施策目標９－２（諸外国との人材交流の推進 ）
平成１６年度の実績評価の結果の概要

基
本
目
標

諸
外
国
と
の
人
材
交
流
等
を
と
お
し
て
、
国
際
的
人
材
育
成
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
諸

外
国
の
人
材
養
成
へ
の
協
力
、
我
が
国
と
諸
外
国
の
相
互
理
解
の
増
進
、
我
が
国
の
経
済
・
社
会
構
造

の
国
際
化
等
を
図
り
、
豊
か
な
国
際
社
会
を
構
築
す
る
。

→
想
定
ど
お
り
達
成

＜達成目標 ９－２－１＞

留学生交流の推進

留学生交流の推進

平成１６年度予算額

４７，５９３百万円 留学生交流の推進は、諸外国との
相互理解の増進と人的ネットワーク
の形成等につながる。

留学生の受入れ・派遣の両面で一層の交流の推進を図るととも
に、留学生の質を確保する

→ 留学生の質を示す指標の一つである学位取得率は、修
士課程においては平成１５年度は前年度と比べて低下して
いるが、留学生受入れ数は増加しており、想定どおり達成。

＜達成目標９－２－２＞
我が国と世界各国との二国間交流が活発になる中で、二国間における
国民間の相互理解を増進し、真の友好親善関係を構築するため、教
育・科学技術・文化分野の交流を図る。

→ 当初予定していた受入れ・派遣者数を上回って実施できたことから、
想定した以上に達成。

＜達成目標９－２－４＞
外国語教育の多様化を推進するため、英語以外の外国語教育に取
り組んでいる都道府県を推進地域に指定し、地域の関係機関との連
携のもとに実践的な調査研究を行い、外国語教育の一層の推進を図
る。また、国際理解教育を推進する観点から、指定地域の高校生を
諸外国に派遣するとともに、研究対象言語国の高校生を日本で受け
入れる。
→ 中国語推進地域４府県、韓国語推進地域２府県をそれぞれ
指定し、当該府県の５７校で、中国語及び韓国語の教育に取組、
英語以外の外国語教育の一層の推進を図った。また、推進地域
に指定した我が国高校生を派遣（中国２１名、韓国１４名）す
るとともに、中国から２１名、韓国から１４名の高校生を推進
地域で受入れし、相互交流が図られたことから想定どおり達成。

○両国間の相互理解の増進及び

教職員の資質向上

○専門分野における交流、二国

間の相互理解が増進

ホームステイ及び現地校に通学さ
せ、語学学習や交流活動を実施し
て、相互理解・友好親善を図る

新世紀国際交流プロジェクト

４４５百円

高等学校における外国語
教育振興

諸外国との交流競技会

諸外国の行政官等招聘

我が国の行政官等派遣

諸外国の教職員を招聘

＜達成目標９－２－３＞

スポーツの普及・発展に寄与するとともに、友好親善や国際的な
視野と資質を持った青少年の健全育成を目的として、諸外国との
交流競技会等を行うスポーツ交流事業を推進する。
→ １３１名の受入れ、３４１名の派遣を実施しているこ

とから、想定どおり達成。

○友好親善や国際的な視野と資

質を持った青少年の健全育成

２３百万円

５３百万円



施策目標９－３（大学等による国際協力活動の推進及び国際協力に携わる人材の育成・確保）
平成１６年度の実績評価の結果の概要

基
本
目
標

大
学
が
有
す
る
「知
」を
活
用
し
た
国
際
開
発
協
力
を
効
果
的
・効
率
的
に
進
め
る
た
め
に
、

国
際
教
育
協
力
懇
談
会
（文
部
科
学
大
臣
の
私
的
懇
談
会
）に
お
け
る
議
論
を
踏
ま
え
つ
つ
、
大
学
が
組

織
と
し
て
国
際
開
発
協
力
活
動
を
行
う
た
め
の
基
盤
を
整
備
す
る
。
ま
た
、
国
際
教
育
協
力
に
携
わ
る

人
材
の
育
成
・確
保
を
図
る
。

→
大
学
の
国
際
協
力
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
受
託
の
方
向
性
の
形
成
や
制
度
に
関
す
る
情
報
・基
盤
整
備
は
順

調
に
進
捗
し
、
実
際
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
受
託
も
開
始
し
て
い
る
。
こ
れ
を
よ
り
多
く
の
大
学
で
の
取
組
に

結
び
つ
け
て
い
く
た
め
に
は
継
続
し
た
取
組
が
必
要
で
あ
る
。

国内大学における国際開発協力ポテンシャル（協力可
能な教員、途上国への協力実績、協力に関する抱負等）
を把握し、援助機関等の外部機関に対し国内大学を紹
介可能とする。
→ 平成１６年度の達成度合いについては、データベー
ス の登録件数の割合が、登録大学数２６５大学で１１１．
７％、登録教員数３５６０人で１３９．２％であっ たため、
想定した以上に達成と判断。

＜達成目標 ９－３－１＞

大学における国際開発協力活動を支援するサポート・セ
ンターを通じ、大学の国際協力、プロジェクト受託に関す
る情報の提供、大学からの相談への対応等、大学が組
織として国際開発協力活動を行うための基盤を整備す
る。
→ 平成１６年度達成度合いについては、プロジェクト受
託に関するセミナーの参加者数が増加していることから
概ね順調に進捗している。

＜達成目標 ９－３－３＞

サポート･センターを整備し、同センターを通じ、５の援助
機関、１０の国内外大学関係機関、及び５のその他の連
携機関との連携を開始・強化することで、大学等におけ
る国際開発協力活動を支援する。
→ 平成１６年度の達成度合いについては、連携した機
関数の割合が援助機関数７機関、国内外大学関係機関
数２６機関、その他連携機関数５機関で１９０％であった
ため、想定した以上に達成と判断。

＜達成目標 ９－３－２＞

若手人材の量
的確保

大学と援助機
関・連携機関と
の連携促進

国内大学の国
際開発協力ポ
テンシャルの
把握と外部機
関における認
知拡大

「大学における国際開発
協力を促進するための
支援機能（サポート・セ
ンター）の充実・強化」
事業

４３百万円

開発途上国の開発問題を専門とする若手人材が国際開
発協力活動等に携わることを推進し、人材の育成を図る。
→ 平成１６年度達成度合いについては、基準年度に対
し、インターン及び就職者数の総数については、８７人で
約１．９倍であるため概ね順調に進捗している。

＜達成目標 ９－３－４＞
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